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1. 2027年3月期第2四半期（中間期）の業績（2026年4月1日～2026年9月30日）

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年3月期中間期 7,651 3.3 432 19.7 510 33.3 329 39.6

2026年3月期中間期 7,404 4.3 361 0.1 383 13.9 236 1.3

1株当たり中間純利益
潜在株式調整後

1株当たり中間純利益
円 銭 円 銭

2027年3月期中間期 99.99 ―

2026年3月期中間期 71.62 ―

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2027年3月期中間期 30,781 13,885 45.1

2026年3月期 30,173 13,131 43.5

（参考）自己資本 2027年3月期中間期 13,885百万円 2026年3月期 13,131百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年3月期 ― ― ― 45.00 45.00

2027年3月期 ― ―

2027年3月期（予想） ― 50.00 50.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2027年 3月期の業績予想（2026年 4月 1日～2027年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,550 1.8 1,510 5.0 1,640 10.8 1,100 11.2 333.41

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 中間財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年3月期中間期 3,463,943 株 2026年3月期 3,463,943 株

② 期末自己株式数 2027年3月期中間期 163,753 株 2026年3月期 164,934 株

③ 期中平均株式数（中間期） 2027年3月期中間期 3,299,522 株 2026年3月期中間期 3,299,389 株

(注)当社は、取締役に対する株式報酬制度を導入しており、株式交付信託が保有する当社株式を期末自己株式数及び期中平均株式数の計算において
控除する自己株式に含めております。

※第2四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短信
（添付資料）２ページ「業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用の改善や継続的な賃上げによる所得環境の向上や底堅いインバウンド

需要などを背景に、個人消費を中心に緩やかな回復基調となりました。一方、中東情勢や米国対外政策等に起因する

地政学的リスクに伴う企業活動への影響に加え、物価高やエネルギー・原材料価格の高止まり、深刻な人手不足など、

コスト増加による収益圧迫要因が続いており、国内需要の先行きは依然として不透明なまま推移いたしました。

このような状況の下、当社は新たな「中期経営計画（2026〜2028年度）」のもと、持続的な成長を可能とする組

織・経営基盤の強化に注力してまいりました。ブランド力のさらなる向上を図るべく、高付加価値戦略に基づく適正

価格体系の確立に努めるとともに、生成AIをはじめとする先端技術の活用による生産性向上・コストコントロールの

徹底を推進するなど、強固な収益構造の確立に向けた各種施策に着実に取り組んでまいりました。あわせて、人的資

本への積極的な投資や設備更新など、将来の成長機会を確実に成果へと繋げるための経営基盤の整備を進めてまいり

ました。

その結果、当中間会計期間の売上高は、宴会・食堂・売店その他の全ての部門で前年同期を上回り、7,651百万円

（前年同期比247百万円増）となりました。経費面においては、人的資本投資に伴う費用増やコスト高騰の影響を受け

たものの、増収効果に加え、計画的な食材調達や厳格な経費管理によりこれらを吸収し、営業利益は432百万円（前年

同期比71百万円増）、経常利益は510百万円（前年同期比127百万円増）、中間純利益は329百万円（前年同期比93百万

円増）となりました。

（２）当中間期の財政状態の概況

総資産は、前事業年度末に比べて607百万円増加し30,781百万円となりました。その主な要因は、投資有価証券が評

価増により832百万円増加した一方、有形固定資産が減価償却等により218百万円減少したことであります。

負債は、前事業年度末に比べて146百万円減少し16,896百万円となりました。その主な要因は、固定負債の「その

他」に計上した繰延税金負債が362百万円増加した一方、未払法人税等が142百万円、長期借入金が120百万円、固定負

債の「その他」に計上したリース債務が112百万円それぞれ減少したことであります。

純資産は、中間純利益の計上や評価・換算差額等の増加などにより、前事業年度末に比べ純額で753百万円増加し、

13,885百万円となりました。

これらの結果、自己資本比率は前事業年度末に比べて1.6ポイント増加して45.1%となりました。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

最近の業績の動向等を踏まえ、2026年５月７日の決算発表時に公表した2027年３月期の業績予想を修正いたしまし

た。

詳細は本日公表いたしました「通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。

2027年３月期通期個別業績予想数値の修正(2026年４月１日〜2027年３月31日)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円銭

前回発表予想(A) 16,330 1,440 1,500 1,010 306.10

今回修正予想(B) 16,550 1,510 1,640 1,100 333.41

増減額(B-A) 220 70 140 90

増減率(%) 1.3 4.9 9.3 8.9

(ご参考)前期実績

(2026年３月期)
16,259 1,437 1,480 989 299.93

なお、上記予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によ

って本資料の予想数値と異なる可能性があります。
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２．中間財務諸表及び主な注記

（１）中間貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2026年３月31日)

当中間会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,761,541 1,985,222

売掛金 677,144 586,440

有価証券 5,600,000 6,600,000

商品及び製品 16,935 22,834

仕掛品 6,117 8,557

原材料及び貯蔵品 154,495 177,364

その他 151,307 138,527

貸倒引当金 △180 △132

流動資産合計 9,367,361 9,518,814

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 9,821,030 9,614,491

構築物（純額） 138,676 135,822

機械装置及び運搬具（純額） 84,531 77,989

工具、器具及び備品（純額） 204,693 204,054

土地 1,958,224 1,958,224

リース資産（純額） 526,564 424,301

建設仮勘定 ― 100,000

有形固定資産合計 12,733,721 12,514,883

無形固定資産

リース資産 3,607 ―

電話加入権 3,009 3,009

無形固定資産合計 6,616 3,009

投資その他の資産

投資有価証券 6,298,577 7,130,880

その他 1,767,349 1,613,614

投資その他の資産合計 8,065,926 8,744,494

固定資産合計 20,806,264 21,262,388

資産合計 30,173,626 30,781,202
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(単位：千円)

前事業年度
(2026年３月31日)

当中間会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 260,476 241,260

短期借入金 190,000 190,000

1年内返済予定の長期借入金 240,000 240,000

未払金 1,158,699 1,122,282

未払法人税等 239,792 96,877

賞与引当金 341,600 297,120

役員賞与引当金 17,100 8,550

株主優待引当金 19,510 19,510

その他 737,066 754,772

流動負債合計 3,204,245 2,970,372

固定負債

長期借入金 10,800,000 10,680,000

退職給付引当金 610,057 567,681

株式給付引当金 29,896 33,368

資産除去債務 60,726 61,009

その他 2,337,558 2,583,727

固定負債合計 13,838,239 13,925,787

負債合計 17,042,485 16,896,159

純資産の部

株主資本

資本金 3,700,011 3,700,011

資本剰余金 2,242,367 2,242,367

利益剰余金 4,241,378 4,421,040

自己株式 △596,500 △592,221

株主資本合計 9,587,256 9,771,197

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,543,883 4,113,845

評価・換算差額等合計 3,543,883 4,113,845

純資産合計 13,131,140 13,885,042

負債純資産合計 30,173,626 30,781,202
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（２）中間損益計算書

(単位：千円)
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

売上高 7,404,633 7,651,938

売上原価 6,552,764 6,709,255

売上総利益 851,868 942,683

販売費及び一般管理費

給料及び手当 245,225 261,318

賞与引当金繰入額 18,810 20,520

役員賞与引当金繰入額 8,550 8,550

株式給付引当金繰入額 8,544 3,471

その他 209,635 216,601

販売費及び一般管理費合計 490,764 510,461

営業利益 361,103 432,221

営業外収益

受取利息 12,350 33,148

受取配当金 69,739 97,047

その他 11,297 16,531

営業外収益合計 93,387 146,727

営業外費用

支払利息 42,053 39,273

コミットメントフィー 1,378 1,378

信託手数料 27,699 27,394

営業外費用合計 71,132 68,046

経常利益 383,359 510,902

特別損失

リース解約損 14,762 6,803

特別損失合計 14,762 6,803

税引前中間純利益 368,597 504,098

法人税、住民税及び事業税 70,604 74,321

法人税等調整額 61,679 99,859

法人税等合計 132,283 174,181

中間純利益 236,313 329,917
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（３）中間キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前中間純利益 368,597 504,098
減価償却費 390,193 397,712
長期前払費用償却額 33,468 33,368
リース解約損 14,762 6,803
退職給付引当金の増減額（△は減少） △154 △42,376
賞与引当金の増減額（△は減少） 30,640 △44,480
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4,275 △8,550
株式給付引当金の増減額（△は減少） 8,544 8,544
貸倒引当金の増減額（△は減少） △354 △47
受取利息及び受取配当金 △82,089 △130,195
支払利息 42,053 39,273
信託手数料 27,699 27,394
コミットメントフィー 1,378 1,378
受取保険金 △6,850 ―
投資有価証券売却損益(△は益) △50 ―
売上債権の増減額（△は増加） 272,892 90,704
棚卸資産の増減額（△は増加） △34,841 △31,208
その他の流動資産の増減額（△は増加） △380 △7,018
長期前払費用の増減額（△は増加） 6,611 6,611
仕入債務の増減額（△は減少） △15,328 △19,215
その他の流動負債の増減額（△は減少） △3,519 △11,132
その他 △5,870 △19,571
小計 1,043,125 802,093
利息及び配当金の受取額 82,089 130,195
保険金の受取額 6,850 ―
利息の支払額 △42,047 △39,355
信託手数料の支払額 △2,750 △2,750
法人税等の支払額 △136,835 △187,464
支払手数料の支出額 △1,363 △1,363
リース解約損の支払額 △2,499 △1,469
営業活動によるキャッシュ・フロー 946,570 699,885

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △3,000,000 △2,600,000
有価証券の償還による収入 2,700,000 2,100,000
投資有価証券の取得による支出 △88 ―
投資有価証券の売却による収入 113 ―
有形固定資産の取得による支出 △96,738 △190,982
貸付金の回収による収入 349 349
保険積立金の払戻による収入 ― 95,724
投資活動によるキャッシュ・フロー △396,364 △594,908

財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入金の返済による支出 △120,000 △120,000
自己株式の取得による支出 △1,555 △793
配当金の支払額 △98,446 △148,855
リース債務の返済による支出 △119,891 △111,646
財務活動によるキャッシュ・フロー △339,893 △381,296

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 210,312 △276,318
現金及び現金同等物の期首残高 4,410,697 6,561,541
現金及び現金同等物の中間期末残高 4,621,010 6,285,222
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（４）中間財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

当中間会計期間（自 2026年４月１日 至 2026年９月30日）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当中間会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前中間会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)及び当中間会計期間(自 2026年４月１日 至 2026

年９月30日)

当社の報告セグメントは、レストラン・宴会事業及びこれらに関連した業務を行う単一セグメントであるため、

記載を省略しております。


